
 

 

 

 

 

 

 

柏市都市農業活性化計画 

概 要 版 
【平成 27→31 年度】 
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第１章 計画の策定にあたって                     

１ 計画の目的                                

柏市では、平成 22 年度から、柏市都市農業活性化計画に基づき、～さまざまな「つながり」と都市

資産を活用した、生業として魅力的な農業づくり～を目標として、各種の事業を展開してきました。 

この間、柏市の農業は、新規就農や他産業からの参入が進むなど、若手の就農が進む一方、農業従事

者の減少、都市化による生産環境の悪化、畑地を中心とした耕作放棄地の拡大等、農業を取り巻く状況

は、より一層厳しいものとなっています。 

また、農業を取り巻く環境も変わりました。平成 30 年度を目途に、昭和 46 年から続いてきた生産調

整（減反政策）の廃止が決まり、水田農業は主食用米以外の生産を拡大する等、需要に対応した経営が

求められます。さらに、食の安全・安心志向の高まり、六次産業化・地産地消法、経営安定所得対策、

地理的表示法等の法制度の整備により、規模の拡大、ブランド化、多角化等、農業経営の拡大にチャレ

ンジしやすい環境も整いつつあります。 

こうした中、柏市の農業と農業を取り巻く環境の変化を踏まえつつ、柏市の農業振興に向けた指針と

して、都市農業活性化計画を改定しました。 

 

２ 計画の期間  

計画期間は、都市農業活性化計画と総合計画の整合性を確保するため、平成 27 年度～31 年度までの

5 年間とします。 

 
 
３ 計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柏市都市農業活性化計画は、市の総合計画の下に位置付け、かつ、農業分野の最上位に位置する

市の農業振興のマスタープランとします。 

計画の位置づけ 

柏市第五次総合計画 

[市の最上位計画] 

◇市の将来像、土地利用の方針 

◇街づくりの方針と施策 

柏市農業振興地域整備計画 

[農業の土地利用のマスタープラン] 

◇農用地区域等の指定 

◇農業関連施設の整備計画等 

柏市都市農業活性化計画 

[柏市の農業振興のマスタープラン] 

◇柏市農業の基本方針・目標 

◇農業振興施策と重点事業 

農業経営基盤の強化の促進に 

関する基本的な構想 

[認定農業者等の農業経営の基本指針] 

◇柏市農業の基本方針・目標 

人・農地プラン 

[担い手と農地集積のアクションプラン] 

◇地域ごとの中心となる経営体と集積計画

の明確化 



 

 

４ 計画の推進体制 

 都市農業活性化計画は、柏市の農業振興に向けて、地域の農業者と行政が連携し、かつ主体的な体制を整備し

て推進するものです。 

計画の推進に向け、市内を北部、手賀沼周辺、中央、南部の 4地区に分け、体制を整備していきます。地区の

推進体制では、中心となる経営体の検討や、集落営農、法人化等、地域の農業者が連携した取組を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担い手農業者座談会 

地域の中心となる経営体、地域の農業振興に向けた課題、農業振

興に向け、地域で重点的に取り組むことの検討を行います。 

 

北部 

中央 

南部 

手賀沼周辺 

地区推進体制（4地区に設置） 

地域協議会 

 座談会において決まった農業振興について、具体的な取組の実施

に向けたアクションプランの検討、実施体制を整備する組織。必要

より、部門別の部会を組織します。 



 

 

第２章 現状と課題 

 

 

方針 指標 
現計画 

作成時 

現計画の 

目標（H27） 

達成状況 

(H25) 
総括 

（１）農地の有

効活用・質の高

い農産物づく

り 

耕作放棄地の解消面

積 
－ 10ha 13ha 

 国の事業を活用した展開により、耕作放棄地の解

消面積は目標を上回りました。 

 一方、農地集積は、利用権の周知不足、面的集積

の遅れから、目標に至りませんでした。 

経営耕地面積におけ

る担い手農家の割合 

29% 

（h20） 
45% 28％ 

（２）農業経営

の強化・多様な

担い手の育成 

年間農業所得 

（一経営体平均） 
－ 570 万円 未把握  認定農業者数は、設備投資を終えた担い手にとっ

て制度のメリットが少ないことや制度の周知不

足等を背景に、認定の更新をしない農業者もお

り、目標に至りませんでした。 

 新規就農者数は、目標に至りませんでしたが、複

数名が研修中であるため、今後の就農が期待され

ます。 

年間労働時間 

（主たる従事者） 
－ 2,000時間 未把握 

認定農業者数 130 人 

（h21） 
260 人 106 人 

新規就農者数 
－ 10 人 2 人 

（３）持続可能

な農業の推進 

エコファーマーの登

録者数 

53 人 

（h21） 
80 人 44 人 

 エコファーマーの登録者数は、制度周知の遅れか

ら、目標に至りませんでした。 

（４）市民・農

業交流の推進 

農業体験農園の開設

数 

2 件 

（H21） 
10 件 5 件 

 農業体験農園は、目標を下回りましたが、農業者

有志の研究が進み、今後新たな開設が期待されま

す。収穫体験農園の取組も拡大しています。 

 農業ボランティアは、受け入れ希望農家が少ない

ため、事業を廃止しました。 

 都市農業センター（道の駅しょうなん）、あけぼ

の山農業公園は、地域資源を活用した展開の不足

や東日本大震災の影響から、来場者数の目標を下

回りました。 

農業ボランティアの

登録者数 

15 人 

（H21） 
40 人 廃止 

あけぼの山農業公園

の来訪者数 

74 万人

（H21） 
100 万人 55 万人 

都市農業センターの

来訪者数 
128 万人

（H20） 
145 万人 108 万人 

（５）地産地消

の推進 

農商工等連携事業計

画の認定数 

1 件 

（H21） 
5 件 1 件 

 農商工等連携事業計画は、農業と他産業の連携創

出の機会が不足し、目標認定数を下回りました。 

 地産地消協力店は、柏産農産物の取扱店が増えま

したが、認証制度の確立には至りませんでんした。 

地産地消協力店（仮

称）の店舗数 

1 件 

（H21） 
5 件 1 件 

 

 

 

 

 

 

３章 計画の方向性と事業の計画 

農地 

 米政策の見直し（平成 30 年を目途に米の生産調整が廃止の方向） 

 畑作物、非主食用米重視の交付金への転換（経営安定所得対策） 

 農地の面的集積に向けた環境整備の進展（農地中間管理機構の設立） 

人 

 地域の担い手を地域が決める時代に（人・農地プラン等） 

 一定基準の経営体への助成を重視（経営安定所得対策等） 

 新規就農支援への充実した支援の継続（青年就農給付金等） 

生産、経営 

 高付加価値化にチャレンジしやすい環境整備の進展（六次化法等） 

 産地の価値、努力を伝えやすい環境整備の視点（地理的表示法等） 

 体験、リフレッシュニーズの高まり 

①農地の有効利用対策 

 離農や規模縮小により、耕地とし

て利用されない農地は、担い手が、

農業生産に利用できるよう、農地中

間管理機構との連携も図りつつ、集

積に取り組む必要がある。 

②新規就農者の確保、定着対策 

 畑地を中心とした本市の農地、農

業の担い手を確保するため、地域の

実情にマッチした新規就農者の確

保、定着に向けた支援及び体制の整

備に取り組む必要がある。 

 

③専業農家の経営拡大支援 

 個性豊かな専業農家や農業後継

者を育成するため、個々の実情や経

営の方向に即した交付金の導入や

事業活動の支援等の経営拡大支援

に取り組む必要がある。 

 

④市民・消費者の農業理解の推進 

 消費者に近い都市のメリットを

活かし、農業生産へのデメリットを

極力克服するため、市民・消費者に

対する本市農業の理解を促進する

必要がある。 

 

⑤農業振興に向けた連携の強化 

 農業と他の産業が連携し、事業活

動を効率的、効果的に推進するた

め、農業経営体間及び農業と２次、

３次産業の連携強化に取り組む必

要がある。 

２ 農業を取り巻く環境 

４ 次期計画の重点課題 

１ 現計画の達成状況と総括 

３ 柏市農業の現状 

農地 

 畑地の耕作放棄地が拡大 

 優良水田の不足 

 農地の点在（面的集積の遅れ） 

人 

 農業従事者の減少、高齢化及び土地持ち非農家への世代交代の進展 

 中心となる経営体における後継者確保の進展 

 新規就農者の増加 

生産、経営 

 都市化による農業生産環境の悪化 

 六次化が進展した一方で、組織的な取組を望む意見もある 

 直売所、体験農業による農業経営の拡大 



 

 

１ 施策の体系  

 柏市の農業の現状と課題を踏まえ、柏市における都市農業の活性化を図るうでの基本指針となる「柏市農業の目標」と柏市農業の将来像、方向性を以下に定めます。また、方向性に基づき、各種の事業を展開します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中心経営体への

農地集積 

 中心となる経営体への農地集積 

 農地の面的集積の推進 

 

 

1 農地中間管理事業 

2 利用権設定促進事業 

3 農地面的集積モデル地区事業（水田、畑） 

生産基盤の維持

と活用 

 耕作放棄地の解消と農地利用の促進 

 土地改良施設の維持管理の支援 

 

 

 

4 農業振興地域管理運営事業 

5 耕作放棄地対策事業 

6 水田農業構造改革対策事業 

7 農業生産基盤整備事業(手賀沼・利根) 

農業を担う人材の

確保・育成 

 新たな担い手の確保・育成 

 就農直後の経営を支える指導体制整備 

 

 

８ 担い手育成総合支援事業 

 
 
高付加価値化に

向けた取組の支

援 

 体験を価値とする農業研究の支援 

 ６次産業化に向けた研究の支援 

 農商工連携の促進 

 

 

 

9 手賀沼ｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾟｰｸ事業 

10 体験農業支援事業 

11 ６次産業化支援事業 

12 農商工連携促進事業

農業経営の拡大

支援 

 農業後継者の経営相談体制の整備 

 経営拡大に必要な設備投資への支援 

 土地利用型農業経営への支援 

 

 

 

13 経営改善フォローアップ事業 

14 経営所得安定対策事業（国庫事業） 

15 農業経営支援事業 
 
環境に配慮した農

業の支援 

 農業の社会的機能の維持 

 適正農業規範の推進 

 

 

16 園芸用廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ適正処理対策事業 

17 環境にやさしい農業推進事業 

18 適正農業規範推進事業（ＧＡＰ取得支援等） 

19 淡水魚種苗放流事業 

20 森林整備計画推進事業 

農業災害・家畜伝

染病への対策の

推進 

 農業災害への支援 

 家畜伝染病への支援 

 農作物の病害虫防除の支援 

 有害鳥獣対策の推進 

21 農業災害対策事業 

22 家畜防疫対策事業 

23 水稲病害虫防除事業 

24 有害鳥獣対策事業 

住民の農業理解

の促進 

 農地の多様な利用の推進 

 農ある街づくりの推進 

 学校と連携した食育の推進 

 

 

 

25 農地・農業理解促進事業 

26 農あるまちづくり推進事業（北部・高柳他） 

10 体験農業支援事業【再掲】 
 
柏農産物の購入

機会の拡大 

 市内における購入の場の拡大 

 生産者と事業者の交流機会の拡大 

 

 

27 地産地消推進事業

28 地域流通システム検討事業 

交流機能の充実  あけぼの山農業公園の充実 

 道の駅しょうなんの充実 

 29 あけぼの山農業公園整備事業 

30 都市農業センター管理運営事業 

農業の情報発信  柏市農業ポータルサイトの整備 

 安全・安心な柏農産物のＰＲ 

 

 

31 農業ポータルサイト整備事業 

32 食の安全・安心対策推進事業 
 
産地化の推進  食品事業者と連携した産地化の推進  

 

33 柏農産物産地強化支援事業 

                              ＊太字は、新規の事務事業 

方向性 

１ 生産・経営の拡大 

都市と農地が共存する柏市の営

農環境を活かした農業の振興を図

るため、国、県の施策の有効活用

及び市独自の施策により、農業を

担う人材の確保、経営力の強化及

び農地の有効利用に向けた取組を

推進します。 

２ 営農環境と社会的機能の維持 

都市の農地を維持し、農地・農

業が環境に貢献し、生活の中で農

業の役割を実感できる仕組みづく

りを推進します。 

３ 柏市農業の販売促進 

柏市の生産者、農産物、農業経

営が消費者、流通関係者から支持

されるよう、消費者、流通関係者

に対する販売促進の取組を推進し

ます。 

経営力の 

強化 

営農環境と 

社会的機能 

の維持 

消費者への 

販売促進 

バイヤーへの 

販売促進 

施策 事務事業 

地
域
で
支
え
る
、
持
続
可
能
な
魅
力
あ
る
農
業
づ
く
り 

地
域
性
を
活
か
し
た
個
性
豊
か
な
農
業
が
営
ま
れ
、 

農
業
が
、
社
会
的
に
、
所
得
的
に
魅
力
的
産
業
と
な
る
こ
と
に
よ
り
、 

農
業
者
と
都
市
住
民
と
が
支
え
あ
う
「
都
市
近
郊
産
地
（
地
産
地
消
と
広
域
の
市
場
を 

対
象
と
し
た
出
荷
型
農
業
の
両
面
を
有
す
る
産
地
）」
を
め
ざ
し
ま
す
。 

重点プロジェクト（複数の事業により進める取組） 

手賀沼アグリビジネスパーク事業の推進（道の駅しょうなんの機能向上） 

農地流動化の推進 

後継者・新規就農者の育成 

食品産業と連係した共販作物のブランド化 

柏農業の支え手（市民・消費者）の育成 

 

農地の 

生産性の 

向上 



 

 

２ 重点プロジェクトの展開イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用権設定等促進事業

利用権による農地貸借

農業振興地域管理運営事業

農業生産のために利用する農用地等は、農用地区域として適切に管理

水田農業構造対策事業

集団転作への支援

優良農地を確保し、優良農地の流動化を加速・推進し、農業経営の規模拡大と農業生産の効率化を促進します。

農地法

農地法３条による農地貸借

農地中間管理事業

• 事業を活用し、人・農地プランの中心となる経営体への
農地集積を推進します。

農地を
借りたい
人

公的機関だから
安心して貸せます。

機構に貸し付けた人に協力金が
支払われます。

貸与 貸与（転貸）
農地中間管理機構

必要なら大区画化等
も行います。

農地を
貸したい
人

面的集積モデル地区事業

• 農地の面的集積のモデル的な取組を推進します。

農地が点在 耕作者毎の農地が集積

既存の取組

新たな取組

上記と合せて下記の取り組みを推進

農地流動化を加速・推進

重点プロジェクト② 農地流動化の推進

4

重点プロジェクト① 手賀沼アグリビジネスパークの推進（道の駅しょうなんの機能向上）

市内生産者
農業後継者

農業を主体とした観光・レクリエーション振興を目指して、道の駅をエントランス（入口）として、手賀沼周辺地域の
地域資源とのネットワークを形成することにより、都市農村交流モデル地域を創出します。

バイヤー、
市内飲食店等

重点プロジェクト① 手賀沼アグリビジネスパーク事業の推進（道の駅の機能向上）

■アグリエントランスパーク
道の駅しょうなんの機能向上後の姿。集客力を強化するとともに、周辺に来訪
者を誘導する機能を確保します。また、手賀沼周辺地域の生産者が、手賀沼周
辺地域に来訪する消費者やバイヤーとの交流を契機としたアグリビジネスにチ
ャレンジすることを支援する機能を確保します。

■手賀沼アグリビジネスパーク
手賀沼周辺地域は，都市近郊のなかでも豊かな自然や手賀沼等の貴重な自
然環境資源を有するとともに，歴史的・文化的な地域資源等も多く存在すること
から、農業を主体とした観光・レクリエーションの振興による交流の地域づくりを
目指すものです。

≪道の駅しょうなん外観≫

体験農園実施地区

豊かな自然環境
優良な農地

手賀沼ﾌｨｯｼﾝｸﾞｾﾝﾀｰ鷲野谷拠点
（中継基地） 貴重な水辺環境

■道の駅しょうなんの機能（アグリエントランスパーク）

市民・都市住民
（消費者・観光客）

就農希望者

手賀沼ﾌｨｯｼﾝｸﾞｾﾝﾀｰ サイクリングロード 体験農業 史跡（旧手賀教会堂）

≪手賀沼周辺の地域資源≫

・手賀沼周辺地域の情報発信機能
・手賀沼周辺地域への集客・交流機能
・手賀沼周辺地域に人を誘導する機能
・新たな人材を育成する機能
・アグリビジネスを創造する機能



 

 

 

 

将来の柏市農業を担う農業後継者・新規就農者の育成と農業経営の安定、新たな農業経営のチャレンジを支援します。

担い手育成総合支援事業
座学研修（農業大学校）＋実地研修（里親農家）を経て就農

生産部会への加入、地域への定着支援の実施

地域との融合、農業経営の開始
生産部会等の生産者組織、地域の生産グループに参加した農業経営

人農地プラン等の座談会への参加等

経営改善フォローアップ事業
各種研修への参加による新規ビジネスの意識の高まり
経営相談による、新規ビジネスに係る情報の収集

６次産業化支援事業 適正農業規範事業 農業ポータルサイト
整備事業

直売、ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化GAP取得

柏農産物産地強化
支援事業 他

●▲ＧＡＰ
認証農場

契約取引、他６次化

新
規
就
農
・農
業
後
継
者
か
ら
リ
ー
ダ
ー
に
成
長

重点プロジェクト③ 後継者・新規就農者の育成

食品事業者と生産者組織の交流・連携の機会を積極的に確保し、マーケットインの農業生産（消費者や食品事業者のニー
ズに基づく品質、価格、量、時期の農産物を生産する）を拡大し、農産物のブランド化を促進します。

特定産地の
原料を活用した
加工品の商品化

市内飲食店、
商店街と連携した
フェアの実施

インショップの

拡大、産地・生産
者のＰＲ

消費者、
バイヤーの
生産地見学

ＪＡ生産部会

生産者グループ

生産法人

生産者組織

飲食店

生協・量販店

食品製造業者

食品事業者

中間流通業者

産地や生産者を
明示した

プライベートブランド
農産物の商品化

食品事業者（ニーズ）と生産者（技術・知識）の
コミュニケーション、連携により、共販作物をブランド化

関連事業

手賀沼アグリ
ビジネスパーク事業
商談会場、テスト
キッチン整備の検討

適正農業規範事業

ＧＡＰの取得支援等

ｱｸﾞﾘｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ柏

食メッセかしわ等

柏農産物産地強化
支援事業

契約取引創出の支援

農商工連携事業

農商工連携の推進

重点プロジェクト④ 食品産業と連携した共販作物のブランド化

※



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２ 新規事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柏市都市農業活性化計画新規事業①

●背景

●概要
• 水田地帯、畑地帯それぞれについて、農地集積を希望する担い手、農業委員等によるモデル地区検討組織を設立します。
• 各担い手のモデル地区における既存の耕地を踏まえ、担い手別に集積するエリアを話し合い、合意を形成します。
• モデル地区の農地所有者に対し、農地集積の協力要請を行い、担い手への面的集積を進めます。

〜農地面的集積モデル地区事業〜

●成果●スケジュール

• 法人やライスセンターなど水田の担い手は、生産面積を拡大していますが、耕地は点在しています。
• 米（主食用）への交付金の減少、米価の低迷など、収入減につながる状況が続いています。
• 米や水田転作作物の生産効率アップに向け、農地を耕作者毎にまとめることが必要です。
• 後継者の不足から、基盤整備された優良な畑地が、大規模に耕作放棄される恐れがあります。
• 一方、優良な畑地を求める新規就農者や中心経営体もあります。
• 後継者が不在の優良な畑地帯において、担い手への集積を集中して進めることが必要です。

水田

畑地

年度（計画期間） 27 28 29 30 31

モデル地区の確定

検討、合意形成

地権者への周知、面的集積の推進

計画期間目標値 H26 H31

中心となる経営体の集積面積率 28％ 50％

水田モデル地区面的集積進展 0地区 1地区

畑地モデル地区面的集積進展 0地区 1地区

現在 面的集積

・段階的な面的集積
・畦畔除去
・生産性の向上等

検討・合意形成

・人農地プラン調査結果の活用
・希望農地の話し合い、合意形成

希望者４名

希望者５名

希望者３名
希望者３名

周知

・耕地が点在

• 地権者への説
明会等の実施

• エリア別集積
希望者の周知

市民と農家が交流する機会、市民が農業に触れる機会を創出し、柏産農産物（地場農産物）の良さを理解して購入する市
民、市街地における農業の理解者となる市民を増やし、柏農業の支え手を確保します。

体験農業支援事業
• 農業体験農園の開設
• 収穫体験の実施
• 市民農業労働力の育成

農ある街づくり推進事業
• 住民との共同による農ある
街づくりの推進

地産地消推進事業
• 農家ツアー、地産地消イベント
等、市民が柏の農産物、農業
と触れ合う機会の確保

農地・農業理解促進事業
• 食育活動、学校教育との連携
• 生産者と市民の交流
• 生産者と市民の共同作業

農業ポータルサイト
整備事業

• 柏市の農家・農業情報をまとめて
紹介するホームページの整備、
情報発信

柏農業を支持する市民消費者の育成

重点プロジェクト⑤ 柏農業を支持する市民消費者の育成



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度（計画期間） 27 28 29 30 31

研修受入態勢の検討

担い手の育成・研修・就農

柏市都市農業活性化計画新規事業②

●背景

●概要

〜担い手育成総合支援事業〜

●成果●スケジュール

• 後継者や新規就農希望者の就農相談にあっては、市・千葉県（東葛飾農業事務所）・千葉県立農業大学校と連携し、情
報の一元化を図ります。

• 就農研修機関として、実地研修先である里親農家と協力し、就農に向けた必要研修計画等を策定し、柏市農業の担い
手（認定就農者）を育成します。【研修里親農家支援事業補助金】【青年就農給付金事業準備型】

• 市内で独立就農した際には、就農開始時に必要な経費の支援を図り、就農後の経営の安定化と農業の定着を図りま
す。【新規就農者育成事業補助金】【青年就農給付金経営開始型】

• 就農後の経営を支えるため、JA等の生産部会や地域農業者組織等と協力し、人材の育成と定着を図ります。

• 柏市農業及び農地の将来を担う人材の確保・育成を進める必要があります。
• 農業後継者及び新規就農希望者の就農に向けた研修・支援体制を関係機関とともに構築する必要があります。
• 現在、10名の新規就農希望者が、研修を受けており、今後、これら人材の定着を確実に進める必要があります。
• 定着に向けては、行政の支援とともに、経験豊かな農業者や地域等との協力体制を構築する必要があります。

計画期間目標値 H26 H31

認定就農者の増加 4人 10人

里親農家数の増加 10人 20人

柏市

千葉県

農業大学校
（座学研修）

柏市への
就農希望者

里親農家
（実地研修）

経営体育成
セミナー等

就農

研修里親農家支援事業補助金
青年就農給付金【準備型】

新規就農者育成事業補助金
青年就農給付金【経営開始型】

JA生産部会

地域農業者組織

里親農家

支援

相談

相談～研修 就農～定着

柏市都市農業活性化計画新規事業③

●背景

●概要
• 柏市農政課に、経営拡大を志向する生産者・生産者組織を対象とした経営相談窓口の開設を検討します。

• 経営相談窓口は、農地集積、販路構築、生産方式の改善、設備投資等に係る交付金の導入等、農業経営全般の相談
への対応や情報提供を行います。また、認定農業者を対象に、経営改善に係る講習会を行います。

• 農政課内部で対応が困難な相談、農協、農業委員会等の関係機関や専門家の協力を得て、対応します。
• 認定農業者制度を周知し、認定農業者を増加します。また、経営改善計画の達成状況を把握します。

〜経営改善フォローアップ事業〜

• 農業後継者、認定農業者、新規就農者等、経営拡大を志向する人材を育成するためには、個々の農業経営の実情、方向性
に沿った支援を一層、強化する必要があります。

• 認定農業者が減少傾向にあります。認定後の経営改善計画の達成状況を把握できていません。

●成果●スケジュール

年度（計画期間） 27 28 29 30 31

農業経営相談窓口の開設

相談の開始

計画期間目標値 H26 H31

相談を契機に経営拡大に取り組
む生産者数

0人 3人

新規の家族協定締結農家数 － 10件

認定農業者の数 106 150

認定農業者の所得目標達成率 ― 50％

経営相談室多様な経営の生産者 経営拡大・
効率化

水田 露地

施設野菜 観光・体験果樹

畜産

交付金

規模拡大

６次化

経
営
拡
大
相
談

経営相談窓口

専門家ＪＡ関係機関

連 携

情
報
提
供
・
講
習
会

相
談
対
応

認
定
農
業
者
制
度
の
周
知

・優良経営体、地域
農業リーダーの創出



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柏市都市農業活性化計画新規事業④

●背景

●概要

〜適正農業規範（農業生産工程管理）推進事業〜

• 安全・安心な農産物の産地として確実性、信頼性を高めるため、農業生産の全工程について、法例等に基づく正確な実施、
記録、点検、評価を持続的に行うＧＡＰが注目されています。

• 農産物の販売方法として、契約取引が拡大していますが、取引に際し、ＧＡＰが重視される状況があります。
• 農業生産工程の継続的管理に基づく改善により、品質改善やコスト削減等の経営面の効果も期待されています。
• こうした中、多くの生産者が、ＧＡＰの手法をはじめとした、農業生産の工程管理に取り組むことが求められています。

●成果●スケジュール

年度（計画期間） 27 28 29 30 31

事業実施方法の検討

ＧＡＰ導入、講習会開催支援

• 農薬の適正使用と工程管理について、ＧＡＰを参考とした取組の促進に向け、専門家による講習会の開催等を支援します。
• 契約取引に取り組む出荷団体等を対象としたＧＡＰ導入支援の在り方を検討し、支援を行います。

計画期間目標値 H26 H31

ＧＡＰ手法を参考とした農薬の工
程管理に取り組む生産者数

－ 50人

新たにＧＡＰを導入する出荷団体 0 2団体

生産者（現在） 生産者(５年後）

うちの野菜は
安全・安心

適正農業規範推進事業

専門家の講習会 ＧＡＰ導入支援

●▲ＧＡＰ
認証農場

うちの野菜は
安全・安心

なぜなら、この
ように生産・・・

なるほど！

作業
記録簿

なぜ

柏市都市農業活性化計画新規事業⑤

●背景

●概要

〜農地・農業理解促進事業〜

• 人口の増加や環境の変化、時代の流れとともに、農作業の土ぼこりや作業音、農薬の散布、など、農業生産に不可欠な作
業が行いにくくなっています。農地へのごみの投機もある状況です。

• 都市化が進む中で、農業を維持、拡大していくため、生活面における農業・農地の利点について、住民の正しい理解を深め
ていく必要があります。

●成果●スケジュール

年度（計画期間） 27 28 29 30 31

事業内容・取組地区の検討

事業の推進

• 生活環境に貢献する農地・農業の利点について、住民の理解を促進する地域の取組を農業者・住民と一緒に行います。
• 周辺の住環境に配慮するための農作業の改善方法を検討する取組を支援します。
• 都市の農地を活用した食育、即売イベント等、都市の生産者と住民が交流する機会を確保します。

計画期間目標値 H26 H31

事業実施地区 － 1地区

市民の柏農業への理解度の向
上の割合

－ 70％

現在 理解者の確保農地・農業理解促進事業

やりずらい
・・・

食育 農地ポスター
コンクール

街の安全
防災協力農地

即売イベント
交流



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柏市都市農業活性化計画新規事業⑥

●背景

●概要

〜地域流通システム検討事業〜

• 大消費地である柏市は、飲食店、食品製造業者、小売店など、市内の事業者による農産物の需要があります。

• 食メッセかしわにより、生産者と事業者の個別の取引が生まれている状況がありますが、物流、代金精算、需給調整等
を効率的に行うことが、市内事業者の需要を対象とした生産・流通の拡大に向けた課題となっています。

●成果●スケジュール

年度（計画期間） 27 28 29 30 31

検討組織の整備、検討の推進

流通システムの試行

流通システムの自走可

• 市内の事業者に農産物を販売する生産者・生産団体、市内農産物を取り扱う事業者、卸売市場関係者、農協等による
検討組織を整備します。

• 検討組織において、市内事業者への農産物の供給を効率的に行い、参加者、供給量を拡大する方法を検討します。

• 検討組織有志、その他関係者による流通システムの実証的な取組を支援し、販売手数料等の収入により、５年以内の
自走可を目指します。

計画期間目標値 H26 H31

流通システムの整備・自走可 0 1

柏産農産物を選択購買する市民
の割合

－ 50％

農協等

検討

生産者

市場 団体

・どうすれば効率的に
マッチできるか？

現状

個
別
の
物
流

個
別
の
決
済

個
別
の
調
整

・個店の購入量は必ずしも多くない
・物流、決済、調整で生産者は多忙

将来（イメージ）

・生産者が集まりやすい
場所に集出荷機能

・地域の小集荷場
生
産
と
経
営
拡
大
に
注
力

年度（計画期間） 27 28 29 30 31

検討体制の整備、検討の推進

あけぼの山公園の整備推進

7

柏市都市農業活性化計画新規事業⑦

●背景

●概要

〜あけぼの山農業公園整備事業〜
【農業振興に向けた機能の確保策の検討事業】

• あけぼの山農業公園は、四季の花が魅力となり、年間５０万人を集客する北部地域最大の交流施設です。

• 公園には、飲食、売店等の機能がありますが、地域農産物の活用など、農業との結びつきが薄く、地元農業の活性化につな
がる展開が求められています。

• 花の開花時期等の交通渋滞等から、農作業に支障をきたす状況もあり、改善が求められています。

●成果●スケジュール

• 認定農業者、農業後継者、新規就農者、農家女性等、農業者有志の検討組織を整備し、農業活性化につながる公園機能、
地域の直売所や収穫体験農園との連携方法、農業者の役割等について、検討を行います。また、交通アクセスの改善に向
けた、道路、公共交通の在り方を検討します。

• 検討結果は、市と指定管理者等との定例会議に提言します。（定例会議において実現に向けた検討を行います。）
• 整備に期間を要する機能は、既存施設の簡易改修等による取組も検討します。

計画期間目標値 H26 H31

あけぼの山農業公園における
地元農産物の消費額

－ 3億円

現在

つ
な
が
り
薄
い

５
０
万
人

農業への経済効果△

・50万人が来訪するも農業との連携が薄い

検討・提言

・農業振興につなげるに
は何が必要か？

繋
が
り
濃
い

５
０
万
人

＋
ア
ル
フ
ァ

農業への経済効果◎

・農業を価値とした展開で集客増
・周辺地域の農業振興に貢献

将来



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柏市都市農業活性化計画新規事業⑧

●背景

●概要
• 直売や生産者、飲食店等の事業者を一まとめにし、ＰＲするための農業ポータルサイトを整備します。
• ポータルサイトは、生産者、事業者の希望登録制とします。
• ポータルサイトの運営コストを賄うための資金確保方策を検討します。

〜農業ポータルサイト整備事業〜

• 柏市では、庭先直売や収穫体験等、生産者自身が消費者に販売する農業経営が多く行われています。また、市内産の農
産物を食材として活用する飲食店が数多くあります。

• これらの農業経営や飲食店等は、ＰＲすることにより、市内産農産物の消費拡大につながること、個別の取組ではＰＲ力に
限りがあることから、市がマップ等の広告物の作成を行ってきました。

• 現在は、主に紙媒体によるＰＲを行っていますが、生産者、事業者の情報の更新や、より多くの消費者等へのＰＲを行うた
め、効率的な方法が求められています。

●成果●スケジュール

年度（計画期間） 27 28 29 30 31

情報収集、整備方法の検討

ポータルサイトの整備

ポータルサイトの更新

計画期間目標値 H26 H31

ポータルサイト登録生産者 0名 50名

ポータルサイト登録事業者 0名 100名

柏産農産物を選択購買する市民
の割合（再掲）

－ 50％

まとめて発信

農業ポータルサイト

庭先直売収穫体験 農業体験農園

インショップ
レストラン

農業施設 市の農業への
入口となるＨＰ

市民

市外の消費者

来訪、利用拡大

登録、情報更新
リンク

柏市都市農業活性化計画新規事業⑨

●背景

●概要

〜柏農産物産地強化支援事業〜

• 市内では、農産物の販売先として、契約取引を志向する生産者があります。
• 量販店、外食事業者、食品製造業者や農産物集出荷業者においても、契約産地を模索する状況があります。
• 契約取引に取り組む上では、契約先の求める品質、量、出荷時期等のニーズに対応しつつ、収益を確保するための生
産・出荷方式への転換が課題となるケースがあります。

• こうした中、契約取引を志向する生産者の直面する課題への対応を支援することが求められています。

●成果●スケジュール

年度（計画期間） 27 28 29 30 31

事業内容の検討

生産者グループの募集

事業による生産者グループの支援

• 新たに契約取引に取り組むことを希望する生産者グループを対象に、事業者とのマッチングサポート、作柄の安定まで
の支援など、契約取引の開始に向けたリスクの軽減、課題への対応を支援する事業を展開します。

計画期間目標値 H26 H31

事業を契機に契約取引に取り組
む生産者グループ

－ 5件

現在の生産・出荷方式

播種 3月上旬

出荷 6月上旬

畝幅、株間 60㎝、30cm

規格 2ｓ～2L、優･･

出荷資材 ﾃｰﾌﾟ巻、10kg箱

収量 4,500ｋｇ/10ａ

： ：

販売先：市場、直売

Ａ社との契約取引で収益
を得る生産・出荷モデル

播種 ●▲

出荷 ●●

畝幅、株間 ●■

規格 ■●

出荷資材 ■

収量 ●●

： ：

販売先：外食卸Ａ社

契約取引に至るまでの様々な課題

• 契約先の確保

• 契約先のニーズ把握（品質、時期、価格、量）

• 効率的な生産、出荷体系の確立

• 作柄の安定

• 初回の取引開始

• 取引後の代金回収・・・

チャレンジを下支え
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